
第三セクター経営健全化方針 

この方針は、相当程度の財政的なリスクが存在する第三セクター等と関係を有する

地方公共団体が、当該第三セクター等の抜本的改革を含む経営健全化のための方針を

定めるものである。 

 

１ 作成年月日及び作成担当部署 

  令和４年３月３１日 

  人吉市経済部商工振興課 

 

２ 第三セクター等の概要 

  法人名    球磨焼酎リサイクリーン株式会社 

  代表者名   代表取締役 高橋 光宏 

  所在地    熊本県人吉市麓町 5番地 1 

  設立年月日  平成 15年 4月 7日 

  資本金    30,000 千円【人吉市の出資額（出資割合） 11,300 千円（37.67％）】 

  業務内容   産業廃棄物（焼酎粕）中間処理施設の運営等 

 

３ 経営状況、財政的なリスクの現状及びこれまでの地方公共団体の関与 

  球磨焼酎リサイクリーン株式会社は、地場産業として地域経済を支えてきた球磨焼

酎の製造工程から発生する、焼酎粕の有効活用及びリサイクル推進を図ることを目的

に、球磨焼酎酒造会社が立地する市町村が総額の 51％15,300千円を、残りの 49％を

球磨焼酎酒造会社が出資する第三セクターとして設立されている。平成１６年３月に

建設した球磨焼酎リサイクリーン施設整備に要した経費の財源のうち、金融機関から

の長期借入については順調に返済が進み、令和２年（2020年）３月末に返済が終了し

た。今後攻めの経営に移行を計画していた矢先の令和２年７月４日未明に発生した令

和２年７月豪雨に被災したことにより、長期間の営業の中断が余儀なくされる。被災

からの復旧に関しては、国のなりわい再建支援補助金などを活用し、速やかに復旧に

取り組み、被災１年５か月後の令和３年１２月には、被災前と同様に稼働できる能力

を確保することができ、事業再開の上、現在に至っている。 

  地方公共団体の関与については、球磨焼酎リサイクリーン株式会社の役員として、

本市副市長が就任しており、情報共有と経営状況の把握に努めていることや、令和２

年７月豪雨被災に伴い、被災した建物・設備等に関する補助金の財産処分をはじめと

した手続きについても、本市を窓口に報告等の手続きを実施するなど、日ごろから連

携を密にしている。 

なお、本市をはじめとした地方公共団体からの債務の損失補償や短期貸付け、長期



貸付けは行っておらず、被災後の資金繰りについても、自社で金融機関等から一時借

り入れを行うなど、地方公共団体からの支援を受けずに経営を行っている。 

 

４ 抜本的改革を含む経営健全化の取組に係る検討 

  ここ数年、当期純利益を計上するなど経営が安定していたが、令和２年７月豪雨に

より建物及び設備等が被害を受け、長期間稼働ができない状況に陥ることになり、令

和３年（2021年）３月期において、当期純損失が発生することとなったことから、今

般の第三セクター等経営健全化方針の策定対象に該当することとなった次第である。

令和３年１２月から本格的に稼働が再開することとなったが、営業期間が短いことも

あり、令和４年（2022年）３月期での経営健全化は困難な見込みである。しかしなが

ら、令和５年（2023年）３月期は通期を通して稼働することが可能であることから、

令和５年（2023年）３月期には経常損益が改善する見込みである。 

 

 

５．抜本的改革を含む経営健全化のために具体的な対応  

輸入飼料の高騰により、国内での飼料生産に注目が集まっており高成分の濃縮液に対

する販売依頼が多くなっていることから、原料（焼酎粕）の確保に努めるとともに、

付加価値を付けた新たな商品開発を行うことで、新たな収入源の確保に努める。 

大学発ベンチャー企業が取り組んでいる光合成細菌の培地についても知名度が上が

っていることや製品買取価格も高いことから、販売量を増やし収入確保に努める。 

法定点検が必要な設備機器以外のメンテナンスについては、自社による定期的なメン

テナンスを実施するなどして、機械の長寿命化を図ることを目指す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

（参考） 

６ 法人の財務状況 

貸
借
対
照
表
か
ら 

項目 
金額（千円） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

資産総額 74,084 76,658 340,975 

（うち現預金） (3,187) (12,000)   （13,938) 

（うち売上債権） (12,930) (12,055) (4,966) 

（うち棚卸資産） (476) (868) (907) 

負債総額 42,748 38,750 346,005 

（うち当該地方公共団体からの借入金） 0 0 0 

純資産額 31,336 37,908 -5,030 

 

 

損
益
計
算
書
か
ら 

項目 
金額（千円） 

平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 

経常収益 59,671 62,432 20,164 

経常費用 53,802 53,519 31,756 

経常損益 5,869 8,913 -11,592 

経常外損益 0 0 -30,118 

法人税等 1,701 2,340 1,229 

当期純損益 4,168 6,573 -42,939 

       

 

 

 

 

 


